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（財）財務会計基準機構会員  

 
平成 １９ 年 ９ 月期  中間決算短信 

 平成１９年５月２５日 

上 場 会 社 名         東北化学薬品株式会社               上場取引所 ＪＱ 
コ ー ド 番 号           ７４４６                            ＵＲＬ  http://www.t-kagaku.co.jp  
 
代  表  者 役職名 代表取締役社長      氏名 東 康夫 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理グループ長   氏名 工藤 幸弘     ＴＥＬ (0172)33－8131 
半期報告書提出予定日  平成１９年６月１５日  

  （百万円未満切捨て） 

１． 19 年 3 月中間期の連結業績（平成 18 年 10 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 
(1) 連結経営成績                           (％表示は対前年中間期増減率)    

 売 上 高     営業利益 経常利益 中間(当期)純利益

 
19 年 3 月中間期 
18 年 3 月中間期 

  百万円    ％ 
  ９，７２７（２．２） 
  ９，５１５（７．６） 

   百万円    ％
  １９１（ ３．３）

１８５（△１．３）

  百万円     ％ 
  ２０２（  ４．３） 
 １９４（△５．１） 

   百万円    ％
   ６９（△１１．６）

７８（△２３．３）

18 年 9 月期 １８，８５６ ３０１ ３２７ １３０ 

 
 １株当たり中間 

(当期)純利益 
潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

 
19 年 3 月中間期 
18 年 3 月中間期 

       円  銭 
      １４ ５０ 

１６ ３９ 

       円   銭 
－   － 
－   － 

  

18 年 9 月期 ２７ １８ －   －   
 (参考)持分法投資損益 19 年 3 月中間期  △１百万円  18 年 3 月中間期    －百万円    18 年 9 月期  －百万円 
     

(2)連結財政状態                                          
 総 資 産     純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
19 年 3 月中間期 
18 年 3 月中間期 

百万円 
１０，４３４ 
 ９，２７１ 

百万円
４，４２５ 
４，３６５ 

％ 
４２．４ 
４７．１ 

円   銭
９２２   ８５
９１０   １６

18 年 9 月期 １０，０４５ ４，４０１ ４３．８ ９１７   ９３

（参考）自己資本 19 年 3 月中間期 4,425 百万円 18 年 3 月中間期 4,365 百万円  18 年 9 月期 4,401 百万円 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況                                     

 営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 
19 年 3 月中間期 
18 年 3 月中間期 

百万円 
 ３３７  
 ３７７ 

百万円
△ ４２ 
△１４６ 

百万円 
△８１   
△９５ 

百万円
１，５０６ 

 ９９３ 

18 年 9 月期   ７１０ △１７９ △９６ １，２９３ 

 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期末 年間 

  円 銭  円 銭  円 銭

18 年 9 月期  17 00 17 00

19 年 9 月期(実績)    

19 年 9 月期(予想)  17 00 17 00
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３．19 年 9 月期の連結業績予想（平成 18 年 10 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日) 
 (％表示は対前期増減率) 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭 
通期 19,400( 2.9) 350(16.0) 380(16.1) 175(34.3) 36   49 

  
４．その他 
 (１)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 (２)中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(中間連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項の変更に記載されるもの) 
   ①会計基準等の改正に伴う変更   無 
   ②①以外の変更          無 
 (３)発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 
19 年 3 月中間期 4,800,000 株  18 年 3 月中間期 4,800,000 株  18 年 9 月期 4,800,000 株 

②期末自己株式数 19 年 3 月中間期 4,800 株 18 年 3 月中間期 4,000 株  18 年 9 月期 4,800 株 
     （注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、２６ページ「１株当たり

情報」をご覧ください 

 
（参考）個別業績の概要 
 
１．19 年 3 月中間期の個別業績（平成 18 年 10 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 
(１)個別経営成績                          (％表示は対前年中間期増減率)  

 売 上 高     営業利益 経常利益 中間(当期)純利益

 
19 年 3 月中間期 
18 年 3 月中間期 

  百万円    ％ 
 ９，６２３ （２．８） 
  ９，３５８ （７．３） 

    百万円    ％
    １８６（ ８．６）

１７１（ ０．２）

   百万円     ％ 
  １９９（ ９．９） 
  １８１（△４．８） 

     百万円   ％
   ７２（  １．９）

７１（△２４．０）

18 年 9 月期 １８，６１１ ３０４ ３３２ １３４ 

 
 １株当たり中間 

(当期)純利益 
 
 

  
 

 
19 年 3 月中間期 
18 年 3 月中間期 

     円  銭 
１５  ２１ 
１４  ９３ 

 
 
 

    
 
 

 

 
 

18 年 9 月期 ２８  ０５    
 
 (２)個別財政状態 
 総 資 産     純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
19 年 3 月中間期 
18 年 3 月中間期 

百万円 
１０，３６０ 
９，１４５ 

百万円
４，３７１ 
４，２９６ 

％ 
４２．２ 
４７．０ 

円   銭
９１１   ６５ 
８９５  ９２ 

18 年 9 月期 ９，９７７ ４，３４４ ４３．５ ９０６  ０２ 

（参考）自己資本 19 年 3 月中間期 4,371 百万円 18 年 3 月中間期 4,296 百万円  18 年 9 月期 4,344 百万円 

 

２．19 年 9 月期の個別業績予想（平成 18 年 10 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日) 
 (％表示は対前期増減率) 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭 
通期 19,200( 3.2) 340(11.7) 370(11.2) 170(26.4) 35   45 

 

（注）当資料に掲載している見通しの数値は、当社が現在入手可能な情報から判断したものであり、経済
情勢などの動向により変動する場合がありますのでご承知おき下さい。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

（当中間期の経営成績） 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高や素材価格の高騰など依然として懸念材料は残

るものの、好調な企業収益を背景に設備投資の増加や雇用所得の改善により、景気は回復基調に推移

いたしました。 

このような局面の中で当社は、中期計画に基づき積極的に営業活動を展開しつつ、業務の効率化に

よる経費の圧縮に取り組み、業績の向上に努めました。 

   この結果、売上高は、９７億２７百万円と前年同期と比べ２億１１百万円（２．２％）の増収、経 

常利益は、２億２百万円と前年同期と比べ８百万円（４．３％）の増益、中間純利益は、減損損失の 

影響で、６９百万円と前年同期と比べ９百万円（１１．６％）の減益となりました。 

    各部門別の業績は、次のとおりであります。 

①化学工業薬品部門 

情報関連企業を中心として工業薬品は順調に伸びました。また、機器については、ほぼ前年並み

に推移することができました。この結果、同部門の売上高は全体で６２億８１百万円となり前年同

期と比べ３億７６百万円（６．４％）の増収となりました。    

 ②臨床検査試薬部門 

厳しい値引要請の中で、臨床検査試薬はほぼ前年並みで推移しましたが、機器については、検査

システム等が前年を下回りました。この結果、同部門の売上高は全体で２５億９１百万円と前年同

期と比べ１億６７百万円（６．１％）の減収となりました。 

 ③その他の部門 

食品、農業関連は再編統合の動きが加速し、合理化を余儀なくされております。また、価格競争

も激化しており、厳しい状況が続いておりましたが、前年並みに推移いたしました。この結果、同

部門の売上高は、全体で８億５３百万円と前年同期と比べ３百万円（０．４％）の増収となりまし

た。 

 

（当期の見通し） 

       当社グループといたしましては、今後とも化学工業・医療の進歩に寄与するという専門商社として 

   の使命を自覚し､積極的な営業方針のもと､高度化・多様化するユーザーニーズにきめ細かく応えてい

く所存であります。通期の業績見通しは、売上高が、１９４億円と前年同期と比べ５億４３百万円（２．

９％）の増収、営業利益が、３億５０百万円と前年同期と比べ４８百万円（１６．０％）の増益、経

常利益が、３億８０百万円と前年同期と比べ５２百万円（１６．１％）の増益、当期純利益が、１億

７５百万円と前年同期と比べ４４百万円（３４．３％）の増益を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

    当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下｢資金｣という。）は、１５億６百万円と前

連結会計年度末に比べ２億１３百万円の増加となりました。 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、３億３７百万円（前年同期比３

９百万円減）となりました。これは主に、売上債権の増加△１億１０百万円（前年同期比９７百

万円減）によるものであります。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、４２百万円（前年同期比１億３  

百万円減）となりました。これは主に、貸付けによる支出１８百万円（前年同期比１８百万円減）

によるものであります。 
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   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、８１百万円（前年同期比１４  

百万円増）となりました。これは主に、配当金の支払による支出８１百万円（前年同期比１４百

万円減）によるものであります。  

 

(参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
平成 15 年 

9 月期 

平成 16 年 

9 月期 

平成 17 年 

9 月期 

平成 18 年 

9 月期 

平成 19 年 

3 月中間期 

自己資本比率 50.5 49.4 48.8 43.8 42.4 

時価ベースの 

自己資本比率 
28.3 29.9 35.6 29.5 30.0 

キャッシュ･ 

フロー対有利 

子負債比率 

－ － － － － 

インタレスト・

カバレッジ・ 

レシオ 

513.2 2,055.6 5,214.3 23,695.5 － 

     

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ･フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ･フロー 

インタレスト・カバレッジレシオ：キャシュ･フロー／利払い 

(注１)いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

(注２)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

(注３)キャッシュ･フローは、営業キャッシュ･フローを利用しています。 

(注４)有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債

を対象としています。 

 

（３）利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主に対して継続的な安定配当を維持していくことを経営の重要政策として位

置づけており、今後とも株主資本利益率の向上を図る方針であります。また、さらなる利益追求に

よって、株主に応えてまいります。 

内部留保につきましては、競争力の維持、強化や経営基盤の拡充に重点的に投資してまいります。 

 

（４）事業等のリスク 

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

（特有の法的規制等に係るもの） 

     当社グループは、医薬品卸売業として各種の医薬品及びその関連商品を取り扱っております。こ

のため主に薬事法等の規定により、各事業所が所轄の都道府県知事より必要な許可、登録、指定及

び免許を受け、あるいは監督官公庁に届出の後、販売活動を行っております。これらの規制を遵守

できなかった場合、当社グループの活動が制限される可能性があります。 

 

 

 



東北化学薬品株式会社(7446) 平成 19 年 9 月期中間決算短信 

5 

 

（薬価基準） 

      当社グループの主要取扱商品である医療用医薬品は、薬価基準に収載されており、薬価基準は保

険医療で使用できる医薬品の範囲と使用した医薬品の請求価格を定めたものです。従って、薬価

基準は販売価格の上限として機能しております。 

       なお、薬価基準は、市場実勢価格を反映させるため、原則として２年に１回改定されており、改

訂の都度引き下げられております。このため、販売価格の上限も薬価基準の改定の都度低下し、

売上高に影響を与えることになります。 

 

（貸倒引当金によるリスク） 

      貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸倒引当金

に計上しております。しかし、今後の得意先の財務状態の悪化等により、回収可能性が見込まれな

い場合は追加引当が必要となり、収益が悪化する可能性があります。 
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２．企業集団の状況 
 

当社グループは、東北化学薬品株式会社（当社）及び子会社２社並びに持分法適用関連会社１社によ

り構成されており、化学工業薬品･臨床検査試薬・食品添加物・農薬及び同関連機器の販売を主に、これ

らに附帯する保守サービス等の事業を展開しております。 

 当グループの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりであります。 
 

部     門 主  要  品  目 子会社 

化 学 工 業 薬 品

ソーダ工業薬品・有機薬品・無機薬

品・半導体薬品・合成樹脂機能薬品・

防疫用殺虫剤・ワクチン等 

あすなろ理研㈱ 

化 学 工 業 薬 品 

化学工業薬品関連機器
分析機器・教育機器・計測機器・公害

防止機器・工作機器等 
東北システム㈱ 

臨 床 検 査 試 薬

一般検査用試薬・血液学的検査用試

薬・生化学的検査用試薬・内分泌学的

検査用試薬・免疫血清学的検査用試

薬・細菌学的検査用試薬等 

 

臨 床 検 査 試 薬 

臨床検査試薬関連機器

医療機器・検体検査機器・医療用消耗

品・専用消耗品・検査消耗品・医用衛

生材料等 

東北システム㈱ 

㈱ｸﾞﾘｰﾝｹｱｶﾞｰﾃﾞﾝ 

食品添加物・同関連機器 食品添加物・食品・食品加工機器等 
 

 
そ の 他 

農薬・同関連機器
農薬・土壌改良資材・種苗・園芸資材・

飼料・農産物等 
 

 
   

  

 子会社 

あすなろ理研㈱ 

 
     化学工業薬品 

 
 

 

化学工業薬品、臨床検査試薬、その他 

 

 持分法適用 

関連会社 

㈱ｸﾞﾘｰﾝｹｱｶﾞｰﾃﾞﾝ 

臨床検査試薬関連機器 

 

  

 
   化学工業薬品関連機器 
 
   臨床検査試薬関連機器 

東 
北 
化 
学 
薬 
品 
㈱ 

 

仕 

 

入  

 

先 

 

 

 

 子会社 

東北システム㈱ 

 

得 
 

意 
 

先 
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３．経営方針 
（１）会社の経営の基本方針 

当社グループの基本方針は、株主に対しては、満足度の向上を目指し、顧客に対しては、豊富な

情報提供とスピーディーな納品、そしてアフターサービスの充実に努め、社員に対しては、全員参

加型の活力ある組織運営を目指すことであります。 

また、財務面においては、キャッシュ・フロー経営を重視し、より一層の資本効率の向上を目指

しております。 

今後も、企業価値を高め、社会により一層貢献するよう努力する所存であります。 

 
（２）目標とする経営指標 

    当社グループは、株主の期待に応えて、より一層の利益拡大をはかっていくことを経営方針とし

ており、重要な経営指標として、連結ＲＯＥ（株主資本利益率）を重視しております。 

   経営目標を以下のとおり定めております。 

    目標達成時期    ２００８年９月期 

連結売上高     ２００億円 

連結経常利益    ５億円 

連結ＲＯＥ     ５％以上 

 
（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、３ヶ年中期計画を策定し、中期経営計画の柱である｢新規事業による業容の拡大｣

及び｢旧体質の改革｣に全社一丸となり取り組んでおります。更に当社グループは、グループ全社が

相乗効果を発揮しつつ、グループ全体として一層の成長を目指す経営を推進してまいります。 

    又、ＩＳＯ１４００１を取得したことにより、環境管理委員会を設置するなど環境保全に努め、

社会に認知される企業を目指します。 

 
（４）会社の対処すべき課題 

        今後のわが国経済につきましては、民間設備投資は回復基調にあるものの、景気回復には時間が 

かかるものとみられ、当社を取り巻く事業環境も依然として厳しいものと予想されます。このよう

な環境の中、積極的な営業展開を行いつつ、当社グループは顧客へのサービスを低下することなく、

更なる合理化、低コスト化の推進により対処してまいります。 
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４．中間連結財務諸表 

（１） 中間連結貸借対照表          
（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間連結会計期間末 
（平成 1８年３月３１日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成 1９年３月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成 1８年９月３０日現在） 

 

 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比
 ％ ％ ％

（ 資  産  の  部 ）  

流  動  資  産   

 現 金 及 び 預 金 ※２ 998,827 1,511,872  1,298,537

 受取手形及び売掛金 ※３ 4,535,231 5,241,758  5,132,602

 た な 卸 資 産  569,875 527,439  465,905

 繰 延 税 金 資 産  28,490 23,729  28,854
 

 
そ の 他 

 

 29,487 36,584  25,650

 貸 倒 引 当 金  △16,689 △1,149  △11,998

 流 動 資 産 合 計  6,145,222 66.3 7,340,233 70.4 6,939,551 69.1

固  定  資  産  

有  形  固 定  資  産 ※１  

 建 物 及 び 構 築 物  454,751 410,557  443,191

 土 地 ※２ 1,224,459 1,171,341  1,224,459
 

 
そ の 他 

 

 139,283 152,931  153,671

 有形固定資産合計  1,818,494 19.6 1,734,830 16.6 1,821,323 18.1

無  形  固  定  資  産 13,998 0.1 10,513 0.1 12,256 0.1

投 資 そ の 他 の 資 産  

 投 資 有 価 証 券 ※２ 863,833 914,903  835,115
 

 
差 入 保 証 金 

 

 359,101 362,417  361,099
 

 
そ の 他  105,594 90,572  105,330

 

 
貸 倒 引 当 金 

 

 △34,625 △19,302  △29,039

 投資その他の資産合計  1,293,904 14.0 1,348,590 12.9 1,272,506 12.7

 固 定 資 産 合 計  3,126,397 33.7 3,093,935 29.6 3,106,086 30.9

資 産 合 計 9,271,620 100.0 10,434,169 100.0 10,045,637 100.0
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前中間連結会計期間末 
（平成 1８年３月３１日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成 1９年３月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成 1８年９月３０日現在） 

 

 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（ 負  債  の  部 ） ％ ％ ％

流 動 負 債   

 支払手形及び買掛金 
※２ 

※３ 4,470,926 5,577,676  5,239,709

 未 払 法 人 税 等  96,024 104,043  78,567
 賞 与 引 当 金  28,000 33,428  32,500
 そ の 他  105,865 102,122  95,031
 流 動 負 債 合 計  4,700,816 50.7 5,817,270 55.8 5,445,808 54.2

固 定 負 債  

 繰 延 税 金 負 債  33,250 100,059  25,749
 退 職 給 付 引 当 金  30,926 21,988  26,824
 役員退職慰労引当金  134,689 62,822  138,799
 そ の 他  6,800 6,800  6,800

 固 定 負 債 合 計  205,665 2.2 191,670 1.8 198,173 2.0

負 債 合 計 4,906,481 52.9 6,008,940 57.6 5,643,981 56.2

（資  本  の  部）  

資 本 金  820,400 8.9 － － － －
資 本 剰 余 金  881,100 9.5 － － － －
利 益 剰 余 金  2,467,136 26.6 － － － －
その他有価証券評価差額金  198,493 2.1 － － － －
自 己 株 式  △1,991 △0.0 － － － －

資 本 合 計 4,365,138 47.1 － － － －
負債、少数株主持分及び資本合計 9,271,620 100.0 － － － －

( 純 資 産 の 部 )  

株 主 資 本  

 資 本 金 － － 820,400 7.9 820,400 8.1

 資 本 剰 余 金 － － 881,100 8.4 881,100 8.8

 利 益 剰 余 金 － － 2,506,867 24.0 2,518,874 25.1

 自 己 株 式 － － △2,511 △0.0 △2,511 △0.0

株 主 資 本 合 計 － － 4,205,855 40.3 4,217,863 42.0

評 価 ・ 換 算 差 額 等  

 その他有価証券評価差額金 － 219,372  183,793
評 価 ･ 換 算 差 額 等 合 計 － － 219,372 2.1 183,793 1.8

純 資 産 合 計 － － 4,425,228 42.4 4,401,656 43.8

負 債 ・ 純 資 産 合 計 － － 10,434,169 100.0 10,045,637 100.0
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（２）中間連結損益計算書 

 （単位：千円 千円未満切捨） 
前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月 １日 

至平成１８年 ３月３１日 

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月 １日 

至平成１９年 ３月３１日 

前連結会計年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

 

 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比
 ％ ％ ％

売 上 高  9,515,955 100.0 9,727,143 100.0 18,856,374 100.0

売 上 原 価  8,406,477 88.3 8,638,648 88.8 16,710,050 88.6

売 上 総 利 益  1,109,477 11.7 1,088,494 11.2 2,146,323 11.4

販売費及び一般管理費 ※１ 924,066 9.7 896,950 9.2 1,844,585 9.8

営 業 利 益  185,411 2.0 191,544 2.0 301,737 1.6

営 業 外 収 益  8,996 0.1 12,666 0.1 26,687 0.1

 受 取 利 息  2,098 2,411  4,346

 受 取 配 当 金  2,712 3,852  7,580

 受 取 手 数 料  3,047 3,540  5,477
 雑 収 入  1,136 2,861  9,281

営 業 外 費 用  404 0.0 1,957 0.0 1,038 0.0

 支 払 利 息  32 －  30
 支 払 手 数 料  371 330  673

 持分法による投資損失  － 1,242  －

 雑 損 失  － 384  333

経 常 利 益  194,004 2.1 202,252 2.1 327,386 1.7

特 別 利 益  10,598 0.1 99,475 1.0 19,527 0.1

 貸 倒 引 当 金 戻 入 益  10,493 19,577  19,421

 役員退職慰労引当金戻入益  － 78,418  －

 そ の 他 の 特 別 利 益  105 1,480  105

特 別 損 失  46,976 0.5 76,685 0.8 61,427 0.3

 固 定 資 産 除 却 損 ※２ 144 －  278

 会 員 権 評 価 損  400 1,286  400

 投資有価証券評価損  401 1,047  12,893

 減 損 損 失 ※３ 44,332 74,350  44,332

 その他 の特 別損 失  1,698 －  3,522

税金等調整前中間（当期）純利益  157,625 1.7 225,042 2.3 285,486 1.5

法人税、住民税及び事業税 
 

 91,957 1.0 99,946 1.0 166,248 0.9

法 人 税 等 調 整 額 
 

 △12,946 △0.1 55,585 0.6 △11,114 △0.1

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 78,614 0.8 69,511 0.7 130,353 0.7
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（３）中間連結剰余金計算書 

                                  （単位：千円 千円未満切捨） 

前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月 １日 

至平成１８年 ３月３１日 

      期   別 

 

 

 科   目 金   額 

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）  
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 881,100 
資 本 剰 余 金 増 加 高 － 
資本剰余金中間期末残高 881,100 
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）  
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 2,488,141 
利 益 剰 余 金 増 加 高  
 中 間 純 利 益 78,614 
利 益 剰 余 金 減 少 高  
 配 当 金 95,920 
 役 員 賞 与 3,700 
 （ う ち 監 査 役 賞 与 ） (400) 
利益剰余金中間期末残高 2,467,136 
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(４)中間連結株主資本等変動計算書 

                      

当中間連結会計年度（自 平成１８年１０月１日 至 平成１９年３月３１日） 
（単位：千円 千円未満切捨） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年 9月 30 日残高 820,400 881,100 2,518,874 △2,511 4,217,863

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当  △81,518  △81,518

中間純利益  69,511  69,511

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額(純額) 
  

連結会計年度中の変動額

合計 － － △12,007 － △12,007

平成 19 年 3月 31 日残高 820,400 881,100 2,506,867 △2,511 4,205,855

 

評価･換算差額等 
 

その他有価証券評価差額金 評価･換算差額等合計 
純資産合計 

平成 18 年 9月 30 日残高 183,793 183,793 4,401,656

連結会計年度中の変動額 

剰余金の配当   △81,518

中間純利益 69,511

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額(純額) 
35,579 35,579 35,579

連結会計年度中の変動額

合計 
35,579 35,579 23,572

平成 19 年 3月 31 日残高 219,372 219,372 4,425,228
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前連結会計年度（自 平成１７年１０月１日 至 平成１８年９月３０日） 
                                                                                            （単位：千円 千円未満切捨） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 17 年 9月 30 日残高 820,400 881,100 2,488,141 △1,991 4,187,650

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当  △95,920  △95,920

役員賞与の支給  △3,700  △3,700

当期純利益  130,353  130,353

自己株式の取得  △520 △520

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額(純額) 
  

連結会計年度中の変動額

合計 － － 30,733 △520 30,213

平成 18 年 9月 30 日残高 820,400 881,100 2,518,874 △2,511 4,217,863

 
評価･換算差額等 

 
その他有価証券評価差額金 評価･換算差額等合計 

純資産合計 

平成 17 年 9月 30 日残高 124,107 124,107 4,311,757

連結会計年度中の変動額 

剰余金の配当   △95,920

役員賞与の支給 △3,700

当期純利益 130,353

自己株式の取得 △520

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額(純額) 
59,685 59,685 59,685

連結会計年度中の変動額

合計 
59,685 59,685 89,898

平成 18 年 9月 30 日残高 183,793 183,793 4,401,656
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（５）中間連結キャッシュ・フロ－計算書   
 （単位：千円 千円未満切捨） 

 
前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税金等調整前中間(当期)純利益 157,625 225,042 285,486
 減 価 償 却 費 21,722 20,815 44,447
 減 損 損 失 44,332 74,350 44,332

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 － 1,047 12,893

 貸倒引当金の増加額及び減少（△）額 △10,867 △19,361 △21,144

 賞 与 引 当 金 の 増 加 額 － 928 4,500

 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 増 加 額 

及 び 減 少 （ △ ） 額 
2,664 △75,977 6,774

 退職給付引当金の減少（△）額 △4,624 △4,835 △8,726

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △4,811 △6,264 △11,927

 支 払 利 息 32 － 30

 持 分 法 に よ る 投 資 損 益 － 1,242 －

 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 － 1,286 －

 売上債権の増加（△）額又は減少額 △12,948 △110,479 △610,318

 たな卸資産の増加（△）額又は減少額 △96,567 △61,534 6,691
 仕 入 債 務 の 増 加 額 356,583 337,967 1,125,365
 そ の 他 13,368 21,531 5,983

小    計 466,510 405,758 884,388

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 4,811 6,395 12,082

 利 息 の 支 払 額 △32 － △30

 法 人 税 等 の 支 払 額 △93,804 △74,649 △185,575

営業活動によるキャッシュ・フロー 377,485 337,504 710,864

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △24,024 △4,211 △47,886

 投資有価証券の取得による支出 △114,062 △220,908 △122,501

 投資有価証券の売却による収入 159 199,811 159

 関係会社株式取得による支出 － △4,000 －

 定 期 預 金 預 入 に よ る 支 出 － △200 －

 貸 付 金 に よ る 支 出 － △18,000 －

 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 467 202 779

 そ の 他 △8,990 4,704 △10,150

投資活動によるキャッシュ・フロー △146,451 △42,601 △179,599

財務活動によるキャッシュ・フロー  
 短 期 借 入 れ に よ る 収 入 100,000 － 100,000
 短期借入金の返済による支出 △100,000 － △100,000
 自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 － － △520 
 配 当 金 の 支 払 額 △95,920 △81,768 △95,920 
財務活動によるキャッシュ・フロー △95,920 △81,768 △96,440

 現金及び現金同等物の増加額 135,114 213,134 434,825

 現金及び現金同等物の期首残高 858,612 1,293,437 858,612

 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 993,727 1,506,572 1,293,437
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（６）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前中間連結会計期間 

自 平成１７年１０月１日 

至 平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自 平成１８年１０月１日 

至 平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１７年１０月１日 

至 平成１８年９月３０日 

１．連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の数   ２社     

連結子会社の名称 

あすなろ理研㈱ 

東北システム㈱ 

１．連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の数   ２社    

連結子会社の名称 

あすなろ理研㈱ 

東北システム㈱ 

１．連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の数   ２社    

連結子会社の名称 

あすなろ理研㈱ 

東北システム㈱ 

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

すべての関連会社に持分法を適用

しております。 

持分法を適用した関連会社の数

１社 

持分法を適用した関連会社の名称 

 ㈱グリーンケアガーデン 

なお、当中間連結会計期間において

新たに株式を取得した㈱グリーン

ケアガーデンに持分法を適用して

おります。 

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する

事項 

連結子会社の中間決算日は、中間

連結決算日と一致しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する

事項 

同    左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事

項 

連結子会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

     

 

 

 

 

 

 
 

②たな卸資産 

総平均法による原価法 

４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

    同    左 

    なお、投資事業有限責任組合へ

の出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっており

ます。 

②たな卸資産 

    同    左 

４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 

同    左 

    なお、投資事業有限責任組合へ

の出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっており

ます。 

②たな卸資産 

    同    左 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の 

方法 

①有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成１０年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によっ

ております。 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の 

方法 

①有形固定資産 

同    左 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の 

方法 

①有形固定資産 

同    左 
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前中間連結会計期間 

自 平成１７年１０月１日 

至 平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自 平成１８年１０月１日 

至 平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１７年１０月１日 

至 平成１８年９月３０日 

②無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）につ

いては、社内における見込利用可

能期間（５年以内）による定額法

によっております。 

②無形固定資産 

   同    左 

②無形固定資産 

   同    左 

③長期前払費用 

均等償却によっております。 
③長期前払費用 

   同    左 
③長期前払費用 

同    左 
(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同    左 

（３）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同    左 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

 ②賞与引当金 

   同    左 

 ②賞与引当金 

   同    左 

 ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため 

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

    また、数理計算上の差異は、そ 

の発生時の従業員の平均残存勤 

務期間以内の一定の年数（５年） 

による定額法により按分した額

を翌連結会計年度から費用処理

することにしております｡ 

 ③退職給付引当金 

同    左 

 

③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の額に基

づき計上しております。 

    また、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤 

務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額 

を翌連結会計年度から費用処理 

することにしております｡ 

④役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

④役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出 
に備えるため、内規に基づく中間 
期末要支給額を計上しておりま 
す。 

 （追加情報） 

   当中間連結会計期間において、役

員退職慰労金内規を見直した結

果、78,418 千円を取り崩して、特

別利益に計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

(４)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってお

ります。 

(４)重要なリース取引の処理方法 

同   左 
(４)重要なリース取引の処理方法 

同   左 

(５)消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 
(５)消費税等の会計処理 

同   左 
(５)消費税等の会計処理 

同   左 
５．中間連結キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない

短期的な投資であります。 

５．中間連結キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲 

   同   左 

 

 

 

 

５．連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同    左 
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（７）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
 

前中間連結会計期間 

自 平成１７年１０月１日 

至 平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自 平成１８年１０月１日 

至 平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１７年１０月１日 

至 平成１８年９月３０日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、｢固定資産の

減損に係る会計基準｣（｢固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書｣

（企業会計審議会平成 14 年 8月 9日））

及び｢固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針｣（企業会計基準適用指針第 6

号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用して

おります。これにより、税金等調整前中

間当期純利益 44,332 千円が減少してお

ります。なお、減損損失累計額について

は、当該資産の金額から直接控除してお

ります。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会平成 14 年 8月 9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第6号 平

成 15年 10月 31日）を適用しております。

この変更は、同会計基準が当連結会計年

度から適用されることになったことに伴

うものであります。これにより、税金等

調整前当期純利益44,332千円が減少して

おります。なお、減損損失累計額につい

ては、当該資産の金額から直接控除して

おります。 

(連結貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成 17 年 12 月９日 企

業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成 17

年 12 月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 なお、

従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は、4,401,656 千円であります。  

連結財務諸表規則の改正により、当連結

会計年度における連結財務諸表は、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 
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（８）中間連結財務諸表に関する注記事項 

（中間連結貸借対照表関係）                         

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間連結会計期間末 
（平成１８年３月３１日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成 1９年３月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成 1８年９月３０日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   962,824 
※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   998,439  
※１

 

有形固定資産の減価償却累計額 

          982,837

※２ 担保に供している資産 

預    金         5,100 

投資有価証券      9,856 

土    地        53,534 

    計         68,490 
 

上記に対応する債務 

 支 払 手 形         286 

 買 掛  金      424,710 

     計        424,996 

※２ 担保に供している資産 

預    金          5,300 

投資有価証券       8,411  

土    地        53,534

建    物     39,107

    計           106,353
上記に対応する債務 

 支 払 手 形      1,219  

 買  掛  金      499,328

   計            500,547

※２ 担保に供している資産 

預    金         5,100 

投資有価証券       8,856 

土    地        53,534 

建    物     39,654  

    計         107,144 
上記に対応する債務 

 支 払 手 形      13,932 

 買  掛 金      503,734 

   計        517,666 

  ※３ 中間期末日満期手形の処理 

  中間期末日満期手形の会計処

理は、当中間連結会計年度末日

が金融機関の休日のため手形交

換日をもって決済処理をしてお

ります。中間期末残高に含まれ

る中間期末日満期手形は次のと

おりであります。 

(1)受取手形     52,540 

(2)支払手形      88,615 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※３ 期末日満期手形の処理 

  期末日満期手形の会計処理は、

当連結会計年度末日が金融機関の

休日のため手形交換日をもって決

済処理をしております。期末残高

に含まれる期末日満期手形は次の

とおりであります。 

 

(1)受取手形      56,619 

(2)支払手形      168,048 
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（中間連結損益計算書関係）                                           
    （単位：千円 千円未満切捨） 

前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

販売費及び一般管理費の主なもの 販売費及び一般管理費の主なもの 販売費及び一般管理費の主なもの 

給 与 手 当 ・ 役 員 報 酬 474,548 給 与 手 当 ・ 役 員 報 酬 481,136 給 与 手 当 ・ 役 員 報 酬 994,950
賞 与 引 当 金 繰 入 額 28,000 賞 与 引 当 金 繰 入 額 28,928 賞 与 引 当 金 繰 入 額 32,500

退 職 給 付 費 用 23,459 退 職 給 付 費 用 19,477 退 職 給 付 費 用 53,199
役員退職慰労引当金繰入額 17,664 役員退職慰労引当金繰入額 2,441 役員退職慰労引当金繰入額 21,774

厚     生     費 81,037 厚     生     費 72,081 厚     生     費 151,196
車     両     費 50,295 車     両     費 49,987 車     両     費 104,120

※1 

減  価  償  却  費 21,722 

※１

減  価  償  却  費 20,815

※１

減  価  償  却  費 44,447
※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとお

りであります。 

  車 輌 運 搬 具     144  
     

 

 ※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

  構築物          134 

車 輌 運 搬 具      144  

     計         278 

減損損失 

  当社グループは、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上し

ました。 

※３ 減損損失 

  当社グループは、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しま

した。 

※３ 減損損失 

  当社グループは、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しまし

た。 
 

用途 種類 場所 
金額 

(千円) 

  場所 用途 種類 
金額 

(千円)
 用途 種類 場所 

金額 

(千円)

 
遊休 土地 

青森県 

平川市 
2,192 

 宮城県

黒川郡

事業用

資産 

建物及び

構築物
20,131

 
遊休 土地 

青森県

平川市
2,192

 
遊休 土地 

青森県 

弘前市 
13,797 

 宮城県

黒川郡

事業用

資産 
土地 53,118

 
遊休 土地 

青森県

弘前市
13,797

 
遊休 土地 

秋田県 

秋田市 
4,727 

 

 

 

 

遊休 土地 
秋田県

秋田市
4,727

 

宮城県

黒川郡

事業用

資産 
その他 1,101

 計 74,350

※３

 

（経緯） 

上記土地については、本社及び支 

店等建設予定地として取得しまし

たが、需要の落ち込み等により現在

は遊休資産としております。 

今後の利用計画もなく、地価も著し

く下落しているため、減損損失を認

識いたしました。 

（グルーピングの方法） 

当社グループは、主として支店を

独立した単位としております。な

お、将来の使用が見込まれていない

遊休資産については個々の物件単

位でグルーピングをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

減損損失を認識した固定資産の

回収可能価額は、正味売却価額を

使用しております。正味売却価額

は、不動産鑑定評価額に基づき算

定しております。 

  

（経緯） 

営業キャシュ･フローの低下によ

り投資額の回収が見込めなくなっ

たことに伴い上記資産について帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

減損損失 74,350 千円を特別損失に

計上いたしました。 

（グルーピングの方法） 

当社は、事業用資産については、

継続的な収支の把握を行っている

単位である各営業店ごとに、グルー

ピングしております。また、遊休資

産ごとにグルーピングしておりま

す。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は、鑑定評価額に基

づき算定しております。 

  

（経緯） 

上記土地については、本社及び支店

等建設予定地として取得しましたが、

需要の落ち込み等により現在は遊休

資産としております。 

今後の利用計画もなく、地価も著しく

下落しているため、減損損失を認識い

たしました。 

（グルーピングの方法） 

当社グループは、主として支店を

独立した単位としております。なお、

将来の使用が見込まれていない遊休

資産については個々の物件単位でグ

ルーピングをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

減損損失を認識した固定資産の回

収可能価額は、正味売却価額を使用

しております。正味売却価額は、不

動産鑑定評価額に基づき算定してお

ります。 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 10 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末(株)
増加 

(株) 

減少 

(株) 

当中間連結会計期間末

(株) 

普通株式 4,800,000 － － 4,800,000 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末(株)
増加 

(株) 

減少 

(株) 

当中間連結会計期間末

(株) 

普通株式 4,800 － － 4,800 

 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成 18 年 12 月 20 日 

定時株主総会 
普通株式 81,518 17.00 平成 18 年 9 月 30 日 平成 18年 12月 21日

 

前連結会計年度（自 平成 17 年 10 月 1 日 至 平成 18 年 9 月 30 日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当連結会計期間末 

(株) 

普通株式 4,800,000 － － 4,800,000 

 

２． 自己株式に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当連結会計期間末 

(株) 

普通株式 4,000 800 － 4,800 

（変更事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  800 株 

 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成 17 年 12 月 20 日 

定時株主総会 
普通株式 95,920 20.00 平成 17 年 9 月 30 日 平成 17 年 12 月 21 日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資

配当金の

総額 

(千円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成 18 年 12 月 20 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 81,518 17.00 平成 18 年 9月 30 日 平成 18 年 12 月 21 日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書）                                   
（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係     

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係    

現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係    

現金及び預金勘定       998,827 
預入期間が３ヶ月を 

越える定期預金           △ 5,100 

現金及び現金同等物       993,727  

現金及び預金勘定     1,511,872 
預入期間が３ヶ月を 

越える定期預金         △  5,300

現金及び現金同等物     1,506,572 

現金及び預金勘定     1,298,537
預入期間が３ヶ月を 

越える定期預金         △5,100

現金及び現金同等物     1,293,437



東北化学薬品株式会社(7446) 平成 19 年 9 月期中間決算短信 

22 

（セグメント情報） 

（１）事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成 17 年 10 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）、当中間連結会計期間（自

平成 18 年 10 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日）及び前連結会計年度（自平成 17 年 10 月 1 日 至

平成 18 年 9 月 30 日） 

当社及び連結子会社の事業は、化学工業薬品及び臨床検査試薬並びにこれらに付随する関連機

器の販売等の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので

記載は省略しております。 

 

（２）所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成 17 年 10 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）、当中間連結会計期間（自

平成 18 年 10 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日）及び前連結会計年度（自平成 17 年 10 月 1 日 至

平成 18 年 9 月 30 日） 

本邦以外の国、又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、所在地別セグメント情報

の記載は省略しております。 

 

（３）海外売上高 

前中間連結会計期間（自平成 17 年 10 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）、当中間連結会計期間（自

平成 18 年 10 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日）及び前連結会計年度（自平成 17 年 10 月 1 日 至

平成 18 年 9 月 30 日） 

海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため記載は省略しております。 

 

（生産、受注及び販売の状況） 

（１） 販売実績                           

 （単位：千円 千円未満切捨） 

前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１７年１０月１日 

至 平成１８年９月３０日 

       期  別 

 

 

区   分 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

  ％  ％ ％

化 学 工 業 薬 品 5,905,303 62.1 6,281,342 64.6 11,605,588 61.5

臨 床 検 査 試 薬 2,759,849 29.0 2,591,985 26.6 5,317,374 28.2

そ の 他 850,802 8.9 853,815 8.8 1,933,410 10.3

合     計 9,515,955 100.0 9,727,143 100.0 18,856,374 100.0

  

（２）仕入実績 
                                    （単位：千円 千円未満切捨） 

前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１７年１０月１日 

至 平成１８年９月３０日 

期  別 

 

 

区   分 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

  ％  ％  ％

化 学 工 業 薬 品 5,249,436 61.7 5,631,908 64.7 10,398,551 62.2

臨 床 検 査 試 薬 2,420,112 28.5 2,242,547 25.8 4,602,262 27.6

そ の 他 834,207 9.8 825,726 9.5 1,702,545 10.2

合     計 8,503,756 100.0 8,700,182 100.0 16,703,359 100.0
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（リース取引関係） 
                                                （単位：千円 千円未満切捨） 

前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 
 
 そ の 他   

取 得 

価 額 

相 当 額 

千円

193,452 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

千円

130,025 
中間期末

残 高 

相 当 額 

千円

63,427 

 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内   52,201 千円 

１  年  超   114,797 千円 

     計      166,998 千円

なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 
 
 そ の 他   

取 得

価 額

相 当 額

千円

202,284

減価償却

累 計 額

相 当 額

千円

97,657
中間期末

残 高

相 当 額

千円

104,627

 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内   66,808 千円 

１  年  超   143,464 千円 

     計     210,273 千円 
なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
 
 
 そ の 他   

取 得 

価 額 

相 当 額 

千円

156,690 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

千円

84,816 

期 末 

残 高 

相 当 額 

千円

71,874 

 

未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内   60,655 千円 

１  年  超   126,284 千円 

     計          186,940 千円 

なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

支払リース料及び減価償却費相当額  

             33,624 千円 

支払リース料及び減価償却費相当額 

             35,248 千円 

支払リース料及び減価償却費相当額   

57,770 千円 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内    7,786 千円 

１  年  超   22,361 千円 

     計      30,147 千円 

 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内   5,848 千円

１  年  超   31,170 千円

     計      37,019 千円

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内       7,591 千円

１  年  超      17,876 千円

     計       25,468 千円

減損損失について 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

 

減損損失について 

 同   左 

 

減損損失について 

   同   左 
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前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

２．貸主側 
   未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内    25,626 千円 

１  年  超   77,944 千円 

         計      103,571 千円 

上記は、 全て転貸リース取引に係る貸手

側の未経過リース料中間期末残高相当額

であります。 

なお、当該転貸リース取引は、概ね同一

の条件で第三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記１の借手側の

注記(２)未経過リース料中間期末残高相

当額に含まれております。 

また、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高及び

見積残存価額の残高の合計額が営業債権

の中間期末残高に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しており

ます。 

 

２．貸主側 
   未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内   31,738 千円

１  年  超   75,054 千円

         計     106,793 千円 

 

          同   左 

２．貸主側 

   未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内   30,022 千円

１  年  超   85,043 千円

         計      115,066 千円

上記は、 全て転貸リース取引に係る貸手

側の未経過リース料期末残高相当額であ

ります。 

なお、当該転貸リース取引は、概ね同一

の条件で第三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記１の借手側の

注記(２)未経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 

また、未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高及び見積残存価

額の残高の合計額が営業債権の期末残高

に占める割合が低いため、受取利子込み

法により算定しております。 
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成１８年３月３１日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
（単位：千円 千円未満切捨） 

区分 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

株式 ４１２，６３６ ７４５，６７８ ３３３，０４２

合計 ４１２，６３６ ７４５，６７８ ３３３，０４２

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、１，９６８千円減損処理を行っております。 

 

２．時価評価されていない有価証券 
（単位：千円 千円未満切捨） 

内容 中間連結貸借対照表計上額 

非上場株式 １８，５５５

投資事業組合出資金 ９９，５９８

合計 １１８，１５４

 

当中間連結会計期間末（平成１９年３月３１日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
（単位：千円 千円未満切捨） 

区分 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

株式 ４３７，２１３ ８０５，２８８ ３６８，０７４

合計 ４３７，２１３ ８０５，２８８ ３６８，０７４

 

２．時価評価されていない有価証券 
（単位：千円 千円未満切捨） 

内容 中間連結貸借対照表計上額 

非上場株式 １１，７６８

投資事業組合出資金 ９７，８４５

合計 １０９，６１４

 

前連結会計年度（平成１８年９月３０日現在） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
（単位：千円 千円未満切捨） 

区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

株式 ４２１，０７４ ７２９，４５２ ３０８，３７７

合計 ４２１，０７４ ７２９，４５２ ３０８，３７７

 

 

２．前連結会計年度中に売却したその他の有価証券 
 

（単位：千円 千円未満切捨） 

売却額 売却益の合計 売却損の合計 

１５９ １０５ －

 

 

３．時価評価されていない有価証券 
（単位：千円 千円未満切捨） 

内容 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 ６，７６８

投資事業組合出資金 ９８，８９３

合計 １０５，６６２

 

（注）表中の｢連結貸借対照表計上額｣は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を

行い、投資有価証券評価損は、１２，８９３千円を計上しております。 
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（デリバティブ取引） 

前中間連結会計期間（自 平成１７年１０月１日 至 平成１８年３月３１日）、当中間連結会計期間（自 平成１８

年１０月１日 至 平成１９年３月３１日）及び前連結会計年度（自 平成１７年１０月１日 至 平成１８年９月３

０日） 

 

該当事項はありません。 

 

（ストック･オプション等） 

当中間連結会計期間（自 平成１８年１０月１日 至 平成１９年３月３１日）及び前連結会計年度（自 平成１７年

１０月１日 至 平成１８年９月３０日） 

 

該当事項はありません。 

 

 
（１株当たり情報） 
 

前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

１株当たり純資産額 ９１０円１６銭 

 

１株当たり当期純利益 １６円３９銭 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 ９２２円８５銭

 

１株当たり当期純利益 １４円５０銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 ９１７円９３銭

 

１株当たり当期純利益 ２７円１８銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。 

 
(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月１日

至平成１８年３月３１日

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自平成１７年１０月１日

至平成１８年９月３０日

損益計算書上の中間(当期)純利益 

(千円) 
７８，６１４ ６９，５１１ １３０，３５３

普通株主に帰属しない金額(千円) － － －

(うち利益処分による役員賞与金) (    －) (    －) (    －)

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(千円) 
７８，６１４ ６９，５１１ １３０，３５３

普通株式の期中平均株式数(株) ４，７９６，０００ ４，７９５，２００ ４，７９５，９６１
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間連結会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前連結会計年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

 

当社は、北星化学株式会社株式を取得

する事を平成 19 年 2 月 19 日開催の取

締役会において決定し、平成 19 年 4月

9日に同社株式を取得しました。 

(1)株式取得の目的 

業務拡大の一環として岩手県地

区への販売強化を目的として株式

を取得することを決定いたしまし

た。 

(2)株式取得日     平成 19年 4月 9日

(3)取得株式数、取得価額及び取得前後

の所有株式の状況 

①異動前の所有株式数       －株

（所有割合 －％） 

②取得株式数           1,000 株

（取得価額 60,000 千円） 

③異動後の所有株式数      1,000 株

（所有割合 100％） 

(4)北星化学株式会社の概要 

代表者 代表取締役社長  野澤 学

資本金の額        10,000 千円

所在地  岩手県盛岡市上田三丁目

5番 35 号 

主な事業内容  

試薬、検査薬、化学工業薬品、 

理化学機器等の販売 

   売上高及び当期純利益 

(平成 18 年 3 月期)

  売上高       347,270 千円

  当期純利益       3,634 千円

  資産、負債、資本の状況 

(平成 18 年 3 月期)

  資産合計       177,440 千円

  負債合計       130,038 千円

  資本合計       47,401 千円
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５．個別中間財務諸表 
（１）中間貸借対照表 

                                    （単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間末 
（平成 1８年３月３１日現在） 

当中間会計期間末 
（平成 1９年３月３１日現在） 

前事業年度 

要約貸借対照表 
（平成 1８年９月３０日現在）

     期  別 

 

科  目 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（資 産 の 部）  ％  ％ ％

流   動   資   産      

現 金 及 び 預 金 ※２ 967,218
 

1,482,422  1,274,247

受 取 手 形 ※３ 624,887
 

734,099  743,731

売 掛 金  3,840,514
 

4,478,215  4,370,069

た な 卸 資 産  558,544  518,545  457,689

そ の 他  82,725  89,360  75,712

貸 倒 引 当 金  △15,932  △616  △11,692  

流 動 資 産 合 計  6,057,957 66.2 7,302,026 70.5 6,909,757 69.3

固  定  資  産      

有 形 固 定 資 産 ※１      

建 物  384,843  345,434  373,579

土 地 ※２ 1,150,976  1,097,858  1,150,976

そ の 他  165,356  176,373  181,725

有形固定資産合計  1,701,177 18.6 1,619,667 15.6 1,706,281 17.1

無 形 固 定 資 産 13,327 0.2 9,842 0.1 11,584 0.1

投資その他の資産     

投 資 有 価 証 券 ※２ 863,833 914,903  835,115

差 入 保 証 金  355,320 361,033  357,429

そ の 他  188,483 171,943  185,241

貸 倒 引 当 金  △34,625 △19,302  △27,715

投資その他の資産合計  1,373,011 15.0 1,428,577 13.8 1,350,070 13.5

固 定 資 産 合 計  3,087,515 33.8 3,058,087 29.5 3,067,936 30.7

資 産 合 計 9,145,473 100.0 10,360,113 100.0 9,977,693 100.0
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（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間末 
（平成 1８年３月３１日現在）

当中間会計期間末 
（平成 1９年３月３１日現在） 

前事業年度 

要約貸借対照表 
（平成 1８年９月３０日現在） 

 

 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

 ％ ％ ％

（ 負  債  の  部 ）  

流 動 負 債   

 支 払 手 形 
※２

※３
550,099 562,688  636,693

 買 掛 金 ※２ 3,876,496 5,008,190  4,605,265

 未 払 法 人 税 等  89,386 101,186  77,271

 賞 与 引 当 金  28,000 30,000  28,000

 そ の 他  98,965 94,835  87,761

 流 動 負 債 合 計  4,642,949 50.8 5,796,900 56.0 5,434,992 54.5

固 定 負 債  

 繰 延 税 金 負 債  33,293 100,059  25,749

 退 職 給 付 引 当 金  30,926 21,988  26,824

 役員退職慰労引当金  134,689 62,822  138,799

 そ の 他  6,800 6,800  6,800

 固 定 負 債 合 計  205,708 2.2 191,670 1.8 198,173 2.0

負 債 合 計 4,848,657 53.0 5,988,570 57.8 5,633,165 56.5

（資  本  の  部）  

資 本 金  820,400 9.0 － － － －

資 本 剰 余 金  881,100 9.6 － － － －

 資 本 準 備 金  881,100 －  －

利 益 剰 余 金  2,398,813 26.2 － － － －

 利 益 準 備 金 105,000 －  －

 任 意 積 立 金 －  －

  別 途 積 立 金 2,150,000 －  －

  中 間 未 処 分 利 益 143,813 －  －
その他有価証券評価差額金 198,493 2.2 － － － －

自 己 株 式  △1,991 △0.0 － － － －

資 本 合 計 4,296,815 47.0 － － － －

負 債 及 び 資 本 合 計 9,145,473 100.0 － － － －
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（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間末 
（平成 1８年３月３１日現在） 

当中間会計期間末 
（平成 1９年３月３１日現在） 

前事業年度 

要約貸借対照表 
（平成 1８年９月３０日現在） 

 

 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（純資産の部）       

株    主    資    本       

 資      本      金  － 820,400 7.9 820,400 8.2

 資  本  剰  余  金   

  資 本 準 備 金  － 881,100  881,100

資 本 剰 余 金 合 計  － 881,100 8.5 881,100 8.8

 利  益  剰  余  金   

  利 益 準 備 金  － 105,000  105,000

  その他利益剰余金   

   別 途 積 立 金  － 2,190,000  2,150,000

   繰越利益剰余金  － 158,181  206,746

 利益剰余金合計  － 2,453,181 23.7 2,461,746 24.7

 自   己   株   式  － △2,511 △0.0 △2,511 △0.0

 株 主 資 本 合 計  － 4,152,169 40.1 4,160,735 41.7

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － 219,372  183,793

 評価・換算差額等合計  － 219,372 2.1 183,793 1.8

 純  資  産  合  計  － 4,371,542 42.2 4,344,528 43.5

－ 10,360,113 100.0  9,977,693 100.0負債･純資産合計 
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（２）中間損益計算書 
                                    （単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間 
自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間会計期間 
自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前事業年度 

要約損益計算書 
自平成１７年１０月１日

至平成１８年９月３０日

期  別 

 

 

科  目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

  ％ ％ ％

売 上 高 9,358,088 100.0 9,623,624 100.0 18,611,305 100.0

売 上 原 価 8,345,691 89.2 8,613,191 89.5 16,631,292 89.4

売 上 総 利 益 1,012,397 10.8 1,010,433 10.5 1,980,012 10.6

販売費及び一般管理費 840,740 9.0 824,031 8.5 1,675,544 9.0

営 業 利 益 171,656 1.8 186,401 2.0 304,468 1.6

営 業 外 収 益 ※1 10,335 0.1 13,899 0.1 29,365 0.2

営 業 外 費 用 ※2 382 0.0 715 0.0 1,018 0.0

経 常 利 益 181,609 1.9 199,585 2.1 332,815 1.8

特  別  利  益 ※3 11,000 0.1 99,309 1.0 20,802 0.1

特 別 損 失 
※4

※5
46,976 0.5 76,685 0.8 61,427 0.3

税引前(中間)当期純利益 145,632 1.5 222,210 2.3 292,190 1.6

法人税、住民税及び事業税 85,320 0.9 97,085 1.0 164,056 0.9

法 人 税 等 調 整 額 △11,283 △0.1 52,171 0.5 △6,395 △0.0

中間 (当期 )純利益 71,596 0.7 72,952 0.8 134,529 0.7

前 期 繰 越 利 益 72,217 －  － 

中間(当期)未処分利益 143,813 －  － 
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（３）中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 平成 18 年 10 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

株主資本 

資本剰余金 項目 
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成 18 年 9月 30 日残高 820,400 881,100 881,100

事業年度中の変動額  

別途積立金の積立    

剰余金の配当    

中間純利益    

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 

   

事業年度中の変動額合計 － － － 

平成 19 年 3月 31 日残高 820,400 881,100 881,100

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 項目 

利益準備金 
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己株式 
株主資本 

合計 

平成 18 年 9月 30 日残高 105,000 2,150,000 206,746 2,461,746 △2,511 4,160,735

事業年度中の変動額   

別途積立金の積立 
 

40,000 △40,000
 

 

剰余金の配当 
  △81,518 △81,518  △81,518 

中間純利益 
  72,952 72,952  72,952

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 

      

事業年度中の変動額合計 － 40,000 △48,565 △8,565 － △8,565

平成 19 年 3月 31 日残高 105,000 2,190,000 158,181 2,453,181 △2,511 4,152,169
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評価･換算差額等 
項目 

その他有価証券評価差額金 評価･換算差額等合計 
純資産合計 

平成 18 年 9月 30 日残高 183,793 183,793 4,344,528

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立    

剰余金の配当   △81,518 

中間純利益   72,952

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 

35,579 35,579 35,579

事業年度中の変動額合計 35,579 35,579 27,013

平成 19 年 3月 31 日残高 219,372 219,372 4,371,542
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前事業年度（自 平成 17 年 10 月 1 日 至 平成 18 年 9 月 30 日） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

株主資本 

資本剰余金 項目 
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成 17 年 9月 30 日残高 820,400 881,100 881,100

事業年度中の変動額  

別途積立金の積立    

剰余金の配当    

役員賞与の支給 

当期純利益    

自己株式の取得    

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 

   

事業年度中の変動額合計 － － － 

平成 18 年 9月 30 日残高 820,400 881,100 881,100

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 項目 

利益準備金 
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己株式 
株主資本 

合計 

平成 17 年 9月 30 日残高 105,000 2,100,000 221,837 2,426,837 △1,991 4,126,346

事業年度中の変動額   

別途積立金の積立 
 

50,000 △50,000
 

 

剰余金の配当 
  △95,920 △95,920  △95,920 

役員賞与の支給 
 △3,700 △3,700  △3,700

当期純利益 
  134,529 134,529  134,529

自己株式の取得 
  

△520 △520

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 

     

事業年度中の変動額合計 － 50,000 △15,090 34,909 △520 34,389

平成 18 年 9月 30 日残高 105,000 2,150,000 206,746 2,461,746 △2,511 4,160,735
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評価･換算差額等 

項目 
その他有価証券評価差額金 評価･換算差額等合計 

純資産合計 

平成 17 年 9月 30 日残高 124,107 124,107 4,250,453

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立    

剰余金の配当   △95,920 

役員賞与の支給 △3,700

当期純利益   134,529

自己株式の取得   △520

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 

59,685 59,685 59,685

事業年度中の変動額合計 59,685 59,685 94,074

平成 18 年 9月 30 日残高 183,793 183,793 4,344,528
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（５）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社及び関連会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

     中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

      中間決算末日の市場価格等  

      に基づく時価法(評価差額 

      は、全部純資産直入法によ 

      り処理し、売却原価は移動  

      平均法により算定) 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

     決算末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

 時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

      

 時価のないもの 

同左 

     なお、投資事業有限責任組 

     合への出資（証券取引法第

２条第２項により有価証券

とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で 

     取り込む方法によっており

ます。 

 時価のないもの 

同左 

なお、投資事業有限責任組

     合への出資（証券取引法第

２条第２項により有価証券

とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で

     取り込む方法によっており

ます。 

(2) たな卸資産 

総平均法による原価法 

 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法によって

おります。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における見込利用可能

期間(５年以内)による定額法 

 

(2) 無形固定資産 

      同左 

(2) 無形固定資産 

        同左 

(3) 長期前払費用 

均等償却によっております。 

 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収

の可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため支給見込額に基づ

き計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上してお

ります。また、数理計算上の差異は、

各期の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額を

翌事業年度から費用処理すること

にしております。 

 

 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため当事

業年度期末における退職給付債務及

び年金資産の額に基づき、計上して

おります。 また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(５年)による定額法により按分し

た額を翌事業年度から費用処理する

ことにしております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出 
に備えるため、内規に基づく中間 
期末要支給額を計上しておりま 
す。 

 （追加情報） 

  当中間会計期間において、役員退

 職慰労金内規を見直した結果、 

  78,418千円を取り崩して、特別利

益に計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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（６）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

（固定資産の減損にかかる会計基準） 

当中間会計年度より、｢固定資産の減損

に係る会計基準｣（｢固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書｣（企

業会計審議会平成 14 年 8月 9日））及び

｢固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針｣（企業会計基準適用指針第 6 号 

平成 15 年 10 月 31 日）を適用しており

ます。これにより、税引前中間当期純利

益 44,332 千円が減少しております。な

お、減損損失累計額については、当該資

産の金額から直接控除しております。 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会平成 14 年 8 月 9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第 6 号 平

成 15 年 10 月 31 日）を適用しておりま

す。この変更は、同会計基準が当事業年

度から適用されることになったことに

伴うものであります。これにより、税引

前当期純利益 44,332 千円が減少してお

ります。なお、減損損失累計額について

は、当該資産の金額から直接控除してお

ります。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 な

お、従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は、4,344,528 千円であります。

財務諸表等規則の改正により、当事業年

度における財務諸表等規則は、改正後の

財務諸表等規則により作成しておりま

す。 
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（７）中間個別財務諸表に関する注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間末 
（平成 1８年３月３１日現在） 

当中間会計期間末 
（平成 1９年３月３１日現在） 

前事業年度末 
（平成 1８年９月３０日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

854,980 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

884,128

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

871,555

※２ 担保に供している資産 

預    金       5,100 

投資有価証券       9,856 

土    地      53,534 

   計         68,490 

 

上記に対応する債務 

支 払 手 形              286 

買  掛   金           424,710 

   計           424,996 

※２ 担保に供している資産 

預    金         5,300

投資有価証券         8,411

土    地         53,534

建    物         39,107

   計            106,353  

上記に対応する債務 

支 払 手 形             1,219  

買  掛   金            499,328 

   計            500,547

※２ 担保に供している資産 

預    金          5,100

投資有価証券          8,856

土    地         53,534

建    物         39,654

   計             107,144

上記に対応する債務 

支 払 手 形           13,932

買  掛   金            503,734

   計           517,666

 

 

※３ 中間期末日満期手形の処理 

 中間期末日満期手形の会計処理

は、当中間期末日が金融機関の

休日のため手形交換日をもつて

決済処理をしておりますが、中

間期末残高に含まれる中間期末

日満期手形は次のとおりであり

ます。 

 (1)受取手形         52,540

 (2)支払手形         88,615

 

※３ 期末日満期手形の処理 

 期末日満期手形の会計処理は、

当事業年度末日が金融機関の休

日のため手形交換日をもつて決

済処理をしておりますが、期末

残高に含まれる期末日満期手形

は次のとおりであります。 

 

 (1)受取手形         56,619

 (2)支払手形          168,048
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（中間損益計算書関係） 
（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前事業年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

※１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息      ２，３８２ 

  受取配当金     ２，７１２ 

※１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息      ２，８６７

  受取配当金     ３，８５２

※１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息      ５，０９５ 

  受取配当金     ７，５８０ 

※２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息         １１ 

 ※２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息         １１ 

   

※３ 特別利益の主要項目 

  貸倒引当金戻入益 １０，８９５ 

投資有価証券売却益   １０５ 

※３ 特別利益の主要項目 

  貸倒引当金戻入益 １９，４１０

役員退職慰労引当金戻入益 

７８，４１８

※３ 特別利益の主要項目 

  貸倒引当金戻入益 ２０，６９６ 

 

※４ 特別損失の主要項目 

   固定資産除却損     １４４ 

  減損損失     ４４，３３２

会員権評価損      ４００ 

※４ 特別損失の主要項目 

   固定資産除却損      － 

  減損損失     ７４，３５０

会員権評価損    １，２８６

  投資有価証券評価損 １，０４７

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損     ２７８ 

減損損失     ４４，３３２ 

会員権評価損      ４００ 

投資有価証券評価損１２，８９３ 

 

※５ 減損損失 

  当社は、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

※５ 減損損失 

  当社は、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

※５ 減損損失 

  当社は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
金額 

(千円) 
 場所 用途 種類 

金額

(千円)
用途 種類 場所 

金額

(千円)

遊休 土地 
青森県 

平川市 
2,192  

宮城県

黒川郡

事業用

資産
建物 18,691 遊休 土地 

青森県 

平川市 
2,192

遊休 土地 
青森県 

弘前市 
13,797  

宮城県

黒川郡

事業用

資産
土地 53,118 遊休 土地 

青森県 

弘前市 
13,797

 
遊休 土地 

秋田県 

秋田市 
4,727 

 

 
 

宮城県

黒川郡

事業用

資産
その他  2,540 遊休 土地 

秋田県 

秋田市 
4,727

 
遊休 土地 

栃木県 

大田原市
23,615 

 

 
 計 74,350 遊休 土地 

栃木県 

大田原市
23,615

計 44,332   計 44,332

（経緯） 

上記土地については、本社及び支

店等建設予定地として取得しました

が、需要の落ち込み等により現在は

遊休資産としております。 

 今後の利用計画もなく、地価も著し

く下落しているため、減損損失を認

識いたしました。 

（グルーピングの方法） 

当社は、主として支店を独立した

単位としております。なお、将来の

使用が見込まれていない遊休資産に

ついては個々の物件単位でグルーピ

ングをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

減損損失を認識した固定資産の回

収可能価額は、正味売却価額を使用

しております。正味売却価額は、不

動産鑑定評価額に基づき算定してお

ります。 

（経緯） 

営業キャシュ･フローの低下によ

り投資額の回収が見込めなくなった

ことに伴い上記資産について帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、減損

損失 74,350 千円を特別損失に計上

いたしました。 

（グルーピングの方法） 

当社は、事業用資産については、

継続的な収支の把握を行っている単

位である各営業店ごとに、グルーピ

ングしております。また、遊休資産

ごとにグルーピングしております。

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は、鑑定評価額に基

づき算定しております。 

（経緯） 

上記土地については、本社及び支店

等建設予定地として取得しましたが、

需要の落ち込み等により現在は遊休

資産としております。 

 今後の利用計画もなく、地価も著しく

下落しているため、減損損失を認識い

たしました。 

（グルーピングの方法） 

当社は、主として支店を独立した単

位としております。なお、将来の使用

が見込まれていない遊休資産につい

ては個々の物件単位でグルーピング

をしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

減損損失を認識した固定資産の回

収可能価額は、正味売却価額を使用し

ております。正味売却価額は、不動産

鑑定評価額に基づき算定しておりま

す。 
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（中間株主資本変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成 18 年 10 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

 

自己株式に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

（株） 

増加 

（株） 

減少 

（株） 

当中間会計期間末

（株） 

普通株式 4,800 － － 4,800 

 

前事業年度（自 平成 17 年 10 月 1 日 至 平成 18 年 9 月 30 日） 

 

自己株式に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

（株） 

増加 

（株） 

減少 

（株） 

当事業年度末末 

（株） 

普通株式 4,000 800 － 4,800 

（変更事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  800 株 
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（リース取引関係） 
（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前事業年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 
 そ の 他   

取 得 

価 額 

相 当 額 

千円 

183,366 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

千円

125,519 
中間期末

残 高 

相 当 額 

千円

57,847 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 
 そ の 他   

取 得

価 額

相 当 額

千円

192,198

減価償却

累 計 額

相 当 額

千円

93,151
中間期末

残 高

相 当 額

千円

98,496
 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
 
 そ の 他   

取 得 

価 額 

相 当 額 

千円

146,604 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

千円 

79,301 

期 末 

残 高 

相 当 額 

千円 

67,302 
 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内    50,183 千円 

１  年  超   111,234 千円 

     計      161,418 千円 
なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内    64,790 千円

１  年  超   139,902 千円

     計      204,693 千円

なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内    58,638 千円

１  年  超   123,730 千円

     計      182,369 千円

なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

支払リース料及び減価償却費相当額 

                     32,262千円 

支払リース料及び減価償却費相当額 

                    34,239 千円

支払リース料及び減価償却費相当額   

          55,753 千円

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

減価償却費相当額の算定方法  

同左 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内      7,018千円 

１  年  超    19,097千円 

     計       26,115千円 

 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内      5,080千円

１  年  超    10,601千円

     計       15,682千円

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内      6,887千円

１  年  超    14,932千円

     計       21,820千円

減損損失について 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

 

減損損失について 

同左 

 

減損損失について 

同左 
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前中間会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前事業年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

２．貸主側 
   未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内     25,626千円 

１  年  超    77,944千円 

         計       103,571 千円 

上記は、 全て転貸リース取引に係る貸手

側の未経過リース料中間期末残高相当額

であります。 

なお、当該転貸リース取引は、概ね同一

の条件で第三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記１の借手側の

注記(２)未経過リース料中間期末残高相

当額に含まれております。 

また、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高及び

見積残存価額の残高の合計額が営業債権

の中間期末残高に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しており

ます。 

 

２．貸主側 
   未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内     31,738千円

１  年  超    75,054千円

         計     106,793千円

 

同左 

２．貸主側 

   未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内     30,022千円

１  年  超    85,043千円

         計      115,066 千円

上記は、 全て転貸リース取引に係る貸手

側の未経過リース料期末残高相当額であ

ります。 

なお、当該転貸リース取引は、概ね同一

の条件で第三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記１の借手側の

注記(２)未経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 

また、未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高及び見積残存価

額の残高の合計額が営業債権の期末残高

に占める割合が低いため、受取利子込み

法により算定しております。 
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（有価証券関係） 

   当中間会計期末に係る｢有価証券｣(子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く)に関する注記

については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

なお、当中間会計期末（自 平成 18 年 10 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日）、前中間会計期末（自 平

成 17 年 10 月 1 日 至 平成 18 年 3 月 31 日）及び前事業年度末（自 平成 17 年 10 月 1 日 至 平

成 18 年 9 月 30 日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません｡ 

 
（１株当たり情報） 
 

前中間会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前事業年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

１株当たり純資産額 ８９５円９２銭 

 

１株当たり当期純利益 １６円３９銭 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 ９１１円６５銭

 

１株当たり当期純利益 １５円２１銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 ９０６円０２銭

 

１株当たり当期純利益 ２８円０５銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。 

 
(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 前中間会計期間 

自平成１７年１０月１日

至平成１８年３月３１日

当中間会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前事業年度 

自平成１７年１０月１日

至平成１８年９月３０日

損益計算書上の中間(当期)純利益 

(千円) 
７１，５９６ ７２，９５２ １３４，５２９

普通株主に帰属しない金額(千円) － － －

(うち利益処分による役員賞与金) (    －) (    －) (    －)

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(千円) 
７１，５９６ ７２，９５２ １３４，５２９

普通株式の期中平均株式数(株) ４，７９６，０００ ４，７９５，２００ ４，７９５，９６１
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

当中間会計期間 

自平成１８年１０月１日 

至平成１９年３月３１日 

前事業年度 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年９月３０日 

 

当社は、北星化学株式会社株式を取得

する事を平成 19 年 2 月 19 日開催の取

締役会において決定し、平成 19 年 4月

9日に同社株式を取得いたしました。 

なお、詳細は、連結財務諸表の（重

要な後発事象）に記載のとおりであり

ます。 

 

 

 


